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1. 概要 

1-1. 研究開発および計画の概要 

地方都市では自家用車による移動が大部分を占めており、公共交通による日常生活移動は相対的に利

便性が低い。一方で高齢化に伴う自動車運転免許返納者が増加するため、自家用車以外での移動環境の

確保・改善が必要である。さらに公共交通の運転手不足も顕在化しつつある。より効率的で地域特性に応

じた持続可能な公共交通サービスを自治体、住民、交通事業者などと共創していくことが求められるが、

それを支援するシミュレーション手法が確立されていない。 

本研究では、複数の運行形態を柔軟に組み合わせることで、地域特性や利用者ニーズに応じた地方都市

版 MaaS（Mobility as a Service）のサービス共創支援手法の構築を目指す。長野県伊那市の主に高齢者

を対象とした AI オンデマンド交通のサービス改善・高度化の検討の一環として、これまでの AI オンデ

マンド交通の利用実績データに基づく効率性向上を目指すシミュレーション評価を実行する。さらにサ

ービス改善の要望整理や利用意向調査を行い、自治体、住民（利用者と非利用者の双方）、交通事業者な

どと議論し、実際のサービス改善案に関するシナリオ検討を共に行う。また複数の運行形態を組み合わ

せた動的運用設計を支援する AI 技術を研究開発し、利用実績に応じて時間帯別に Door to Doorのオン

デマンド型と定時定路線型などを組み合わせた公共交通サービスの共創支援シミュレーション手法の構

築に取り組む。シミュレーション手法の妥当性は、効率性の総所要時間最小化、公平性の待ち時間の地区

間ばらつき最小化、有効性（可能性）のサービス提供ポテンシャル最大化など複数の指標にて評価できる

ように工夫する。さらに同様の交通課題を有する地方都市対して、本研究開発プロジェクトの成果の横

展開可能性の検討として、群馬県前橋市、岩手県紫波町の自治体担当者らと意見交換を行う。 

 

1-2. 成果の概要 

長野県伊那市の新産業技術推進協議会インテリジェント交通部会（研究代表者の金森が部会長）と連携

し、伊那市の AIオンデマンド交通「ぐるっとタクシー」の利用実績データ分析とシミュレーション評価

結果を参考に、車両の走行条件を変更するサービス改善を実施し、実際に効率性改善を確認した。またサ

イトビジットとして 2024 年 9 月に自治体、社会福祉協議会（地域住民の利用促進等の担当者）、交通事

業者と研究活動紹介と意見交換を実施し、既存交通との連携や棲み分け、福祉政策との位置づけなど利

用促進やサービス改善の方向性を整理した。その後、乗換・乗継や料金変更などサービス改善に関する利

用意向調査を実施し、データ分析を行い、インテリジェント交通部会で情報共有・議論を継続している。 

シミュレーション評価手法の開発では、Door to Doorのオンデマンド型から定時定路線バスへの乗換・

乗継の要望があることから、新たな配車アルゴリズムを検討し、効率性の評価を行った。また特定施設の

利用が多いなど需要の偏りに対応するためのシャトル便の導入や車両割当の検討を行い、シミュレーシ

ョン評価を実施した。 

横展開の検討の一環として、群馬県前橋市と岩手県紫波町の関係者と意見交換を行った。現状はシミュ

レーション評価によるサービス改善検討は予算割当がなく実施できていないが、複数のシナリオの比較

検討への期待は高く、特にピーク時間帯の特定施設の需要の偏りに対応できる可能性があるシャトル便

の導入検討は興味を持っていただいた． 
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2. 目的・目標の達成状況  

2-1. 研究開発スケジュール 

 

研究開発項目 初年度 

(2023.10～

2024.3) 

2 年度 

(2024.4～2025.3) 

最終年度 

(2025.4～2026.3) 

以降 

利用意向分析と評価指標整理 

・利用意向モデルの構築 

名大・日建総研 

・公共交通サービスの多目的評

価指標の整理 

名大・北大 

      

シミュレーションによる動的 

運行設計の支援 AI 技術の開発 

・網羅的シミュレーション解析 

北大・名大・未来シェア 

・動的運用設計の支援 AI 技術

の開発 

北大 

      

サービス内容検証・関係者調整 

日建総研・名大・未来シェア 

      

サイトビジット       

 

 

2-2. 実施項目毎の成果 

(1)利用意向分析と評価指標整理 

長野県伊那市の AIオンデマンド交通「ぐるっとタクシー」の利用実態と利用意向を把握するため、ア

ンケート調査・ヒアリング調査を実施し、シミュレーションで利用可能な利用意向モデルを構築する。 

利用意向モデルの構築 

AI オンデマンド交通を含む伊那市の公共交通サービスの利用状況を把握するため、各サービスの利用

実績データを分析した。2021 年 10 月に市全域で利用可能となった AI オンデマンド交通の利用実績デー

タから利用数や登録者数、利用目的等を分析した。AIオンデマンド交通の平均乗車回数は概ね 9回/台・

日であり、午前中の利用が多く、通院や買い物利用が全体の 6割を占める。さらに初年度に利用者・非利

用者等へのアンケート調査を実施し、全体的な利用者満足度は高い一方で、時間帯によっては配車依頼

シナリオ作成 

評価指標整理 

利用意向モデル構築 

網羅的シミュ 
レーション解析 

動的運用設計 
支援 AI 技術開発 

横展開検討 改善業務 
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が成立しなかったり、大きな待ち時間が発生していることを確認した。これらの改善として、伊那市で適

用されている車両配分の戦略（居住地域内または市街地往復のみに利用できる制約）を見直し、AI オン

デマンド交通の配車システムと連動したシミュレーション評価結果から、待ち時間や配車依頼の成功率、

乗合率などを比較検証し、実際に 2023年 12月に配車戦略を変更した。1ヶ月間の新たな配車戦略変更後

の待ち時間等の利用実績データの分析、さらなるシミュレーション評価を実施し、最終的には 2024 年 2

月に下図のように配車区域と台数を変更し、より効率的なサービス提供を実現した。 

 

図 車両配車戦略の変更によるサービス改善の事例 

 

2024年度に再度、住民アンケート調査を実施し、現時点のサービス満足度や他の施策との連携可能性、

AI オンデマンド交通のサービス改善の方向性を整理した。興味深い結果として、行動変容と料金体系変

更に関する結果を紹介する。 

公共交通サービスの維持に関する協力的な行動変容として「利用者の減少により，公共交通(路線バス，

タクシー，ぐるっとタクシー)を維持することが困難になっていく中で、積極的に利用することにより運

行を支える活動をする場合，どの程度，公共交通を利用することができるか?」を質問した．その結果は，

公共交通維持のための行動変容可能性として，週 1～2 回、月に数回程度が多く、両者とも約 33%となっ

た。現状の公共交通の利用状況を考えると、公共交通維持のためには月に数回以上、現状から増やそうと

考えている人が多く、モビリティ・マネジメントなど啓蒙活動による利用促進の重要性が確認され、さら

に他者の影響を考慮した協力行動の分析とシミュレーション評価が期待される。 

料金体系に関しては現状の満足度が高く、73％が 250 円/回が妥当と回答する一方、25％は 400 円/回

や 500円/回と現状よりも高い料金設定でも許容している。さらに「自身が居住している地区内と市街地

の往復のみ」といった利用制限を超える移動のための乗換・乗継の利用意向を質問したところ、47％が乗

換・乗継をして他の地区に行きたい、と回答し、車両の乗換・乗継を含む利用制限解除のサービス改善の

可能性を把握した。 

公共交通サービスの多目的評価指標の整理 

路線バスとタクシーの中間的なサービスに位置付けられる AIオンデマンド交通に関して、制御対象の

車両をどのように運行していくか、は多様な観点から評価することが重要と考えている。本研究プロジ
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ェクトでは、移動環境の確保によるアウトカムの 1 つとしての Well-being に関する研究動向を把握し、

2024年度アンケート調査にて地域愛着（シビックプライド）、日常の生活満足度、幸福度を質問した。短

期間で Well-beingに関する指標の変化を計測することはできないが、自治体担当者と協力し、移動環境

の確保による外出や健康増進の波及効果として、定点観測できるようにしていくことが必要である。 

 

(2)シミュレーションによる動的運行設計の支援AI技術の開発 

マルチエージェント社会シミュレーション技術を基盤として、複数の運行形態を組み合わせた場合の

効率性や統合的な評価の枠組みを構築し、それを用いた公共交通サービスの設計支援のための AI技術を

開発する。 

網羅的シミュレーション解析 

伊那市でも利用者要望があった運行区域を跨ぐ移動のための効率的な車両の乗換・乗継のアルゴリズ

ムを検討した。具体的には、乗継による時間的損失を組み込んで、乗継箇所を選択可能とした最適化問題

とした配車アルゴリズム「SAOT」を考案した。またシミュレーションにて従来の乗換・乗継を含む配車ア

ルゴリズムと比較した結果、車両台数が十分大きい場合には乗換・乗継のメリットが確認した．さらに車

両供給側からは全体最適化に資する運行形態の選択肢が多くなり、特に運行区域ごとの車両割当を自動

的に割り振っていけるという副次的な機能があることも確認できた。 

また AIオンデマンド交通は都市部など面的に広く一様に分散する高頻度デマンドの対処に適している

が、実際の配車依頼は様々な偏りが存在し、標準的な配車戦略だけで対処すると非効率な場合がある。岩

手県紫波町では、郊外部にある温泉施設関連の配車依頼が少なからずあり、そのために配車依頼が集中

する市街地内にいる車両が手薄になるという状況が確認されている。そのため温泉施設関連の利用者に

は別途運行するシャトル車両を利用してもらう、という運行形態の最適化問題を検討した。簡易なシミ

ュレーション評価によって、総所要時間に近い評価指標が劇的に改善することを確認し、地域特性に応

じて多様な運行形態を提供する配車システムの重要性を確認した。 

動的運用設計の支援 AI技術の開発 

シミュ―レーション評価をもとに、チャートの最適化や設計での意思決定支援を AI技術により実現す

る。複数の運行形態の切替や共存によって、運行の自由度や各種制約条件への適応力は高まると期待さ

れるが、設計・調整すべき項目が増加するため、定量的評価による設計支援が必要となる。シミュレーシ

ョンと AIを組み合わせることにより、データが不足しがちな公共交通サービスの改善シナリオ検討の難

点を補うことが可能となる。 

         

図 複数のシナリオ評価結果の可視化事例   図 最終的な動的運用設計の支援 AIのイメージ 

動的運行方式チャート
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シナリオ創出フェーズでは、様々なシナリオのシミュレーション評価を実施して個別の結果の考察を

したり、同時に複数の運行形態の切替や乗継を含む可視化方法の検討を行った。より複雑で動的な最適

化の結果の可視化・検討は、今後の課題である。なお最終的にイメージしている動的運用設計の支援 AI

の開発は、上右図の通り、空間（地区間）と時間で変化する移動量（潜在的な需要を含む）に対して、複

数の運行形態が推薦され、これを参考資料として関係者で議論・調整することを想定している。 

 

(3)サービス内容検証・関係者調整 

AIオンデマンド交通の実運用サービスを通じて、各種利用データ・関係データの収集を行うとともに、

サービス再設計による改善内容を現場に現実的に落とし込んでいく道筋を、シナリオとして明確にする。 

伊那市では、（1）利用意向分析と評価指標整理で紹介した通り、AI オンデマンド交通の車両配車戦略

の変更をデータ分析とシミュレーション評価を経て実施できた。また社会福祉協議会の支援員が、AI オ

ンデマンド交通の利用促進や利用方法の説明補助をされており、これらの活動と連携して、アンケート

調査やヒアリング調査を実施してきた。また年 2～3回実施される新産業技術推進協議会インテリジェン

ト交通部会にて、本研究プロジェクトの研究進捗の情報共有や、今後のサービス改善のあり方などを議

論してきた。 

伊那市での自治体、交通事業者、利用者が一緒にサービス改善に関する意見交換の場の視察も兼ねて、

2024年 9月にサイトビジットを実施した。サイトビジットで意見は以下の通り、整理される。 

・供給者は 300円/回の運賃は安すぎるため、通常タクシー利用者が少なくなっているので高くすべき

（他都市ではタクシー会社自体がなくなる場合もあり、住民・来訪者は結果的に不便になる） 

・利用者としても公共交通サービスを行政負担で行っていることを認識し、値上げをしても良いと思

っている可能性がある。ドローン物流や医療 MaaSなど複数の選択肢があるのは良いが、集中して認知

度と利用促進をした方が良い可能性もある 

・行政としては、福祉的側面もあり、直ぐには運賃値上げ、サービス変更（Door to Doorから乗換・

乗継導入、交通弱者からの対象者増加（現状は高齢者中心だが、高校生らもニーズはありそう））は難

しい状況 

・市民・利用者も経営者の視点で公共交通サービスを考えることが重要【総括】 

これらの意見を参考にし、2024 年度のアンケート調査の質問項目を検討し、実施した（結果の概要は

総会済み）。今後は、利用意向モデルとシミュレーション評価を組合わせて実施し、現実的なシナリオ検

討を関係者と実施していく予定である。 

 

図 社会福祉協議会と連携して実施したヒアリング調査の様子（2024 年度） 
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横展開先候補地として群馬県前橋市（自治体担当者）、岩手県紫波町（交通事業者、自治体担当者）の

関係者に研究方針と成果の情報共有を行い、今後の展開可能性を議論した。前橋市は MaaS 関連の取り組

みが先行しており、既にデータ可視化にて利用状況は把握しやすい状況であるが、さらなるサービス改

善や鉄道・路線バスとの効果的な連携（例えば朝夕のピーク時のシャトル便の導入、学生の家族送迎の代

替可能性など）のシミュレーション評価への期待が大きかった。紫波町ではタクシー会社の電話オペレ

ータが経験則で効率的な調整（曜日別や時間帯別の配車依頼を予想した対応）をしており、さらなる効率

化として動的な運行形態の推薦機構を期待された。 

 

 

3. 今後の計画および展望 

長野県伊那市を対象にデータ分析等を実施したが、地域公共交通計画を策定・実施する法定協議会であ

る地域公共交通協議会とは独立した会議体である、新技術新産業技術推進協議会インテリジェント交通

部会と連携し、関係者と比較的自由に議論できたことが良かったが、今後は料金体系や運行方法の見直

しは法定協議会での審議が必要となる。伊那市の地域公共交通計画は令和 10年度（2028年度）まで策定

されており、現在は AIオンデマンド交通のサービス改善に向けた利用実績データ分析、利用意向調査デ

ータ分析が完了し、インテリジェント交通部会でサービス改善方針を議論できた。今後は伊那市担当者

と調整し、地域特性に即したシナリオをシミュレーション評価し、計画更新に合わせて関係者調整をし

て、法定協議会で決定する必要がある。シミュレーション評価手法としては、本研究で検討した路線バス

寄りやタクシー寄りの運行形態を柔軟に時間帯別に変更できる公共交通サービスの効率化検討に加えて、

将来の人口動向と運転免許返納などライフステージの変化も考慮可能で、多様なシナリオ設定に応じた

交通需要予測モデルとの連携が必要であると再認識した。2030 年までの SDG 目標達成に向けて、公共交

通サービスの効率化・公平性などに関する検討は法定協議会で議論し、多様なシナリオ検討が可能な交

通需要予測モデルとの連携は、引き続き研究として取り組んでいく必要があると考える。 

伊那市以外への展開として、「①交通需要予測モデル構築」、「②公共交通サービスのシミュレーション

評価とシナリオ検討」、「③定量的な指標に基づく関係者調整とサービス改善の実施」は有効な手順であ

り、国土交通省「交通空白」解消本部の取組み・支援と連動しながら、活動していくことが期待される。 

これまで自治体は、最低限の移動環境の確保として交通空白対策としてコミュニティバス運行を補助・

支援してきた。コミュニティバスの効率的な代替策として期待される AIオンデマンド交通であるが、シ

ステムを導入するには少ない配車対象車両数や単純な運行形態や事前予約制など制約が多いサービス内

容で費用対効果が高くない事例も散見される。より効率的で地域特性に応じた持続可能な（鉄道・路線バ

スなど他の交通手段とも連携した）公共交通サービスを自治体、住民、交通事業者などと共創していくこ

とが求められるが、地域公共交通計画の更新や現状の関係者間調整などで（専属の担当でもない場合が

多い）自治体担当者の負担は大きく、サービス共創を支援する体制構築とシミュレーション手法の確立

はやはり必要である。現状は、計画更新で現状サービスを維持することが目的となりつつあり、シミュレ

ーション評価等の定量的な指標を基に、地域特性に即したシナリオ検討と実運行での検証を繰り返す試

行ができていない。 

一般的な自治体、住民（利用者、非利用者の双方）、来訪者、交通事業者、地域経済（その他の事業者）

に対する公共交通サービスの期待・メリットと課題・デメリットは以下の通りである。 
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 主な期待・メリット 主な課題・デメリット 

自治体 住民の生活の質の向上、魅力向上 

（行政ビジョン達成） 

財政支出、多数の関係者との合意形

成・調整 

住民 安価・安全な移動手段の確保、外出に

よる健康増進、家族送迎など負担軽減 

自家用車利用者や世代間での不公平

感 

来訪者 ビジネス・観光の利便性向上 利用方法の理解、サービス水準の不足 

交通事業者 固定収入の確保、地域貢献 運転手不足、車両・整備の維持 

地域経済 雇用機会拡大、消費の活性化 コンパクトシティやウォーカブルな

まちづくりへの新たな対応 

 

自治体にとって、長期的には住民の生活の質や魅力向上に資する施策の 1 つとして、最低限の移動環

境の確保は、インフラ整備や福祉対応と同じく財政支出の対象であり効率化が必要となる。ただし自家

用車利用者にとっては公共交通サービスの利便性は低く、即時の交通手段転換は難しく、その必要性と

意義を住民に理解してもらい、“自分ゴト”としてサービス維持・改善に関与してもらう取組である「モ

ビリティ・マネジメント」が重要となる。特に自家用車の運転に不安を感じ始めた住民を主な対象とし、

公共交通の乗車体験会や運転免許返納後の生活をイメージできるシナリオは有効性が高いと考える。ま

た公共交通サービスは住民の幸福度向上や健康増進などに資すると信じているが、継続的な定量的指標

の把握はできておらず、自治体部局連携を促す取組みとしてサービス連携し、波及的な効果を定量化す

ることが期待される。 

今後の計画・展望を整理すると、国の方針を確認しながら、「①交通需要予測モデル構築」は新たな研

究開発と事例蓄積として実施し、交通需要予測モデルと連携可能な「②公共交通サービスのシミュレー

ション評価とシナリオ検討」は、本研究成果の汎用化と配車システムとの連携、より多くの自治体にて適

用可能な予算確保の調整が必要な段階であり、「③定量的な指標に基づく関係者調整とサービス改善の実

施」は、地域公共交通計画更新やモビリティ・マネジメントと合わせて、各自治体で試行することが期待

される。 

 

 

4. 計画・実施体制等の妥当性 

4-1. 研究開発実施体制・効率性等 

名古屋大学グループ：研究代表者 金森 亮 

利用意向分析と評価指標整理を主として担当し、AI オンデマンド交通の利用実績データなどからの

交通行動分析、潜在的需要推計の技術を伊那市に適用する。利用実績データ等については、伊那市と日

建設計総合研究所、未来シェアと協力して整理し、構築したモデルや評価指標は北海道大学グループ

でのシミュレーション評価と連携する。 

北海道大学グルー：共同研究者 野田 五十樹 

シミュレーションによる動的運用設計の支援 AI技術の開発を主として担当し、網羅的シミュレーシ

ョン解析による交通サービス再設計支援の技術の完成度を高める。シミュレーションの条件設定では、

他グループや伊那市と協力・連携する。 
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日建設計総合研究所グループ：協働実施者 今枝 秀二郎 

サービス内容検証・関係者調整を主として担当し、現状の AIオンデマンド交通のサービスの改善方

向性を整理し、関係者の意向把握と調整を行い、実現可能なシナリオを作成する。地方都市版 MaaSの

維持には、サービス再設計の枠組みの構築が重要であり、関係者と共創することが必要となり、現場へ

の落とし込みに関する知見や手法の蓄積を進める。 

 

 

4-2. プロジェクトの運営・活動 

タクシー、乗合タクシー、日本版ライドシェアや公共ライドシェア等を地域住民や来訪者が使えない

「交通空白」の解消に向けて早急に対応していくため、国土交通省「交通空白」解消本部（本部長：国土

交通大臣）が 2024 年 7月に設置され、公共交通サービスの確保・維持に関する取り組みが強化されてい

る（https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport_tk_000237.html）。 

本研究プロジェクトは、自治体が主導する最低限の移動環境の確保だけでなく、利用実態に即してより

効率的な車両運行を実現するためのサービス改善のシナリオ検討を最終目的としており、利用者である

住民、車両提供を担う交通事業者等との連携を想定している。伊那市では、インテリジェント交通部会を

通じて年 2～3回、自治体、交通事業者などと研究内容の情報共有・意見交換を行ってきた。交通部会の

KPI である会員数や利用者数と合わせて、本研究のデータ分析やシミュレーション評価など定量的指標に

基づく議論は非常に有効であった。なお、利用者との意見交換会はサイトビジットとして 1 回実施した

が、アンケート調査では把握できない要望等を整理するために、より多くの機会を設けた方が良かった。 

本研究プロジェクトで実施した利用実績データ分析やシミュレーション評価による AIオンデマンド交

通のサービス改善の流れは、他都市でも必要となり、自治体、住民、交通事業者などの関係者調整を含む

コンサルタント業務として確立していくことが望ましいと考えており、本研究成果はその一事例であり、

汎用的な手順を示すことを目的としている。今後も学会等での研究成果報告、国土交通省のイベント等

で事例報告をし、モビリティ・マネジメントと連携した公共交通サービスの共創の実現として、各都市に

展開できるように建設コンサルタントを中心に展開していくことを目指す。また自家用車からの転換を

期待しているが、普段の移動実態の把握は困難であり、自家用車も含む移動全体の交通需要予測モデル

との連携の必要性を改めて認識した。シナリオ検討の対象となった公共交通サービスの連携による乗換・

研究開発活動（全体） 

研究開発プロジェクト 
名古屋大学 G 北海道大学 G 日建設計 

総合研究所 G 

伊那市 
【コーディネーター】 

未来シェア 
【協力会社】 

【 研究代表者 】 
金森 亮 

【 協働実施者 】 
今枝 秀二郎 

【 共同研究者 】 
野田 五十樹 

交通事 業者・住民 伊那市 新産業技術推進協議会 ・独自業務 

https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport_tk_000237.html
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乗継、料金体系の変更などは、自家用車の利便性と事故発生等のリスク認識など、個人の交通手段選択の

判断に影響するため、交通需要予測モデルへの拡張は今後の課題である。 
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その他 

 

1. 補足事項（任意） 

・なし 

 

2. 研究開発実施体制 

2-1. 研究開発実施者 

(1) 名古屋大学グループ（リーダー氏名：金森 亮） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

金森 亮 
カナモリ リ

ョウ 
名古屋大学 

未来社会創造機

構 
特任教授 

松舘 渉 
マツダテ ワ

タル 
未来シェア  代表取締役 

 

(2) 北海道大学グループ（リーダー氏名：野田 五十樹） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

野田 五十樹 ノダ イツキ 北海道大学 情報科学研究院 教授 

盧 宜呈 ノ イジョン 北海道大学 情報科学院 学生 

山本 優汰 ヤマモト ユ

ウタ 

北海道大学 情報科学院 学生 

音喜多俊平 オトキタ シ

ュンペイ 

北海道大学 情報科学院 学生 

宇野千春 ウノ チハル 北海道大学 情報科学院 学生 

高瀬祥平 タカセ ショ

ウヘイ 

北海道大学 工学部 学生 

 

(3) 日建設計総合研究所グループ（リーダー氏名：今枝 秀二郎） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

今枝 秀二郎 イマエダ シ

ュウジロウ 

日建設計総合研

究所 

 研究員 

別紙 1 
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安藤 章 アンドウ ア

キラ 

日建設計総合研

究所 

 主席研究員 

 

2-2. 研究開発の協力者・関与者 

なし  
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3. 研究開発成果の発表・発信状況、アウトリーチ活動など 

3-1. シンポジウム等 

・なし 

 

3-2. 社会に向けた情報発信状況、アウトリーチ活動など 

(1) 書籍、フリーペーパー、DVD 

・なし 

(2) ウェブメディアの開設・運営 

・なし 

(3) 学会（3-4.参照）以外のシンポジウム等への招聘講演実施等 

・ロボット・AI技術シーズの社会実装によるＳＤＧｓ達成への貢献、第 43回日本ロボット学会学術講演

会（RSJ2025）一般向けオープンフォーラム、2025年 9月 2日、東京科学大学大岡山キャンパス 

https://ac.rsj-web.org/2025/openforum.html#OF7 

 

3-3. 論文発表 

(1) 査読付き（1件） 

●国内誌（1件） 

・今枝秀二郞，安藤章，金森亮：中山間地域を含む地方都市全域に導入された AIオンデマンド交通の利

用実態，交通工学論文集（特集号），Vol.10 No.3，pp.B_16-B_24，2024年 4月． 

●国際誌（0件） 

・なし 

(2) 査読なし（1件） 

・金森亮，野田五十樹：公共交通のサービス共創支援シミュレーション手法，日本ロボット学会誌，44巻 

1号，2026年 1月． 

 

3-4. 口頭発表（国際学会発表及び主要な国内学会発表） 

(1) 招待講演（国内会議 0件、国際会議 1件） 

・Itsuki Noda : Possibility of Social Simulation for Real Application", Symposium on 

Computational Social Science, HSoC2025: HICSS Symposium on Computational Social Science, Jan., 

2025 

(2) 口頭発表（国内会議 3件、国際会議 0件） 

・盧宜呈，坂地泰紀，野田五十樹：OD4次元情報を用いた台数絞り込みによるデマンドバス配車の軽量化，

第 96回高度交通システムとスマートコミュニティ研究発表会，P04，情報処理学会，2024年 3月． 

・音喜多俊平, 坂地泰紀, 野田五十樹：GMM-NMF モデルによる携帯 GPS データからの訪問行動クラスタ

リング, 第 2回オーバーツーリズム研究会, 観光情報学会, 2025 年 2月． 

・野田五十樹，中島秀之，松原仁，平田圭二，鈴木恵二，松舘渉，落合純一，金森亮，岩村龍一，佐野渉

二：都市型モビリティプラットフォームとしての AI便乗運行サービス SAVSのデザインと実装，Symposium 

on Multi Agent Systems for Harmonization 2025（SMASH25 Summer Symposium），2025 年 7月． 

https://ac.rsj-web.org/2025/openforum.html#OF7
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(3) ポスター発表（国内会議 0件、国際会議 0件） 

・なし 

 

3-5. 新聞／TV報道・投稿、受賞等 

(1) 新聞報道・投稿（0件） 

・なし 

(2) 受賞（0件） 

・なし 

(3) その他（0件） 

・なし 

 

3-6. 知財出願【出願件数のみ公開） 

(1) 国内出願（0件） 

・なし 

(2) 海外出願（0件） 

・なし 

 

                                                    以上 
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